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される肝臓疾患である（八橋ら 2006）．HBV はヒトの未熟な肝細胞（oval cell）で増殖する為
に，乳幼児期（概ね 0 ～ 6 歳）に感染すると持続感染者（carrier，以後，キャリア）となり，
思春期以降に，うち約 10％が慢性肝炎，約 1 ～ 2％が肝硬変や肝がんを発症する（石田 1976）．
　B 型肝炎訴訟は，1989 年，札幌地方裁判所に 5 名の患者が乳幼児期に受けた集団予防接種等
と HBV 感染被害との間に因果関係があるとして提訴したことに始まり（奥泉・安井 2004，奥







種，②国民への義務規定，③ 40 年間（昭和 23 ～ 63 年）に及ぶ注射器具の連続使用，④国際水
準（WHO）への不対応等の複合的要因が被害を拡大させた状況が浮上する．報告書にはまた，
和解した HBV 感染被害者（回答 1,311）及び遺族（回答 103）を対象としたアンケート調査の
結果も掲載されている．それによると，闘病生活において仕事の変更（退職や配置転換，転職の
計 24.1％）を余儀なくされ，収入減少（約 7 割）が生じ，他方，民間保険への加入を拒否され
（27.3％），医療現場での不適切な対応（16.8％）などを経験している．さらに，重度の肝硬変や







　がんは日本人の死因第 1 位を占め，生涯でがんに罹患する確率は，男性 69.7％，女性 64.9％
と報告されている（国立がん研究センター 2015）．がん患者は，症状の辛さや悪化への懸念，化
学療法を受ける身体的負担や経済的負担などが報告されている（林田ら 2005）．また，全がん協
加盟施設の生存率協同調査（2001-2003 年症例）によると，全がん 5 年生存率が 61.6％であるの


































　2013 年 10 月～ 2014 年 4 月に，全国 B 型肝炎訴訟原告団・弁護団の協力を得て，全国各地で
母集団を反映すると考えられる典型事例となる原告のうちで調査への協力を得られた 111 名の方












　本研究では， KJ 法（川喜田 1986）を用いた質的研究を行った 3）．調査協力者の同意を得て作
成した逐語録の中から，研究目的に照らして関係がありそうだと思われる記述を KJ ラベルに転
記し（925 枚），多段ピックアップによって厳選したラベル（42 枚）を元ラベルとして，狭義の






















































































































　これまで，ハンセン病者（桑畑 2013），HIV 感染者（A. シンガル，E.M. ロジャーズ 2011）
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